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今般の新型コロナウイルス感染拡大により都市再生においても新たに課題が顕在化し、密の回避等、都市活動に様々な影
響が発生した。
一方、人や機能等を集積させる都市そのものの重要性に変わりはないものと考えられ、新たな生活様式や社会情勢の変化を
踏まえたうえで、今後の都市再生の方向性を検討していくことが必要となる。
そこで、有識者をはじめ、都市再生に関係する業種・業態の民間事業者や自治体などの現状を把握し、新型コロナウイルス
感染症を契機とした都市再生への影響やそれを踏まえた今後の都市再生の取組の方向性を検討するため、都市再生有識者
懇談会（以下、「懇談会」という。）を開催する。

都市再生有識者懇談会の開催について

＜新たに顕在化した課題＞
①密の回避
②社会全体のDX浸透

既存の都市再生

新たな日常に対応した
都市再生

＜ヒアリング内容＞
・新型コロナウイルス感染症による都市再生への影響と
その対応について

・新たな働き方・住まい方・生き方を見据えた都市再生
と都市間連携について

・各都市の都市再生に関する取組について

・都市や建物への未来技術の導入取組について

課題の解決にあたり、
現状把握を実施

・経済活動の停滞
・インバウンドの減少

・経済活動の再始動
・インバウンドの再喚起

今後の都市再生の方向性への反映を想定
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都市再生有識者懇談会 委員一覧

有識者名 所属 備考

赤井 厚雄 早稲田大学総合研究機構研究院 客員教授

秋田 典子 千葉大学大学院園芸学研究科 准教授

姥浦 道生 東北大学大学院工学研究科 教授

野澤 千絵 明治大学政治経済学部 教授

森川 高行 名古屋大学未来社会創造機構 教授 座長
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都市再生有識者懇談会開催スケジュール

議題 ゲストスピーカー

2020.12月4日（金）
15時～17時 目指すべき今後の都市再生の方向性について ー

2021.1月15日（金）
10時～12時

新型コロナウイルス感染症による都市再生への影響と
その対応について

一般社団法人不動産協会さま
三鬼商事株式会社さま
株式会社ニッセイ基礎研究所さま

2021.2月24日（水）
10時～12時

新たな働き方・住まい方・生き方を見据えた都市再生と
都市間連携について

ザイマックス不動産総合研究所さま
リクルートワークス研究所さま
認定NPO法人ふるさと回帰支援センターさま

2021.3月29日（月）
16時～18時 各都市の都市再生に関する取組について

名古屋市さま
福岡市さま
福山市さま

2021.5月 都市や建物への未来技術の導入取組について

2021.6月 議論内容のとりまとめ① ー

2021.7月 議論内容のとりまとめ② ー
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「特定都市再生緊急整備地域」とは、都市再生
緊急整備地域のうち、都市開発事業等の円滑か
つ迅速な施行を通じて緊急かつ重点的に市街地
の整備を推進することが都市の国際競争力の強
化を図る上で特に有効な地域として政令で定める
地域をいう。

「都市再生緊急整備地域」とは、都市の再生の拠
点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点
的に市街地の整備を推進すべき地域として政令
で定める地域をいう。

候補地域（4地域）

「候補地域」とは、近い将来における政令指定
の意向を関係自治体が持つものの、都市開発
事業の熟度や関連計画との整合等が指定レ
ベルに至っていないなどの場合に、必要に応じ
て設定・公表する地域をいう。

※緊急整備地域数及び協議会数は令和2年9月16日時点、その他の計画数等は令和2年9月30日時点

7都市再生制度に関する基本的な枠組（都市再生特別措置法関連）



都市再生の変遷（2000年代） 8

事例写真
・東京ミッドタウン

事例写真
・ミッドランドスクエア

東京ミッドタウン ミッドランドスクエア なんばパークス

■事業概要

事業区域面積：約８ha
延べ面積 ：約57万㎡
主用途 ：事務所、店舗、住宅
事業者 ：特定目的会社
竣工年 ：2007年

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約19万㎡
主用途 ：事務所、店舗、映画
館
事業者 ：トヨタ自動車(株) 等
竣工年 ：2007年

■事業概要

事業区域面積：約１ha
延べ面積 ：約６万㎡
主用途 ：事務所、店舗、映画館
事業者 ：(株)高島屋 等
竣工年 ：2007年

〇都市再生特別措置法の支援措置を活用し、公共施設を伴う大規模な優良プロジェクトが数多く組成。

（出典）パークスタワー概要｜なんばパークス -NAMBA PARKS-
http://www.nambaparks.com/parks_tower/profile.html

（出典）東京ミッドタウン オフィス | 施設 | 東京ミッドタウン
https://www.tokyo-midtown.com/jp/facilities/office/

（出典）ビル・施設のご案内｜東和不動産株式会社
https://www.towa-r.co.jp/business/business.php?id=3

（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月
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虎ノ門ヒルズ グランフロント大阪 グローバルゲート

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約24万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：森ビル(株)
竣工年 ：2014年

■事業概要

事業区域面積：約３ha
延べ面積 ：約48万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：三菱地所(株)
竣工年 ：2013年

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約16万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：特定目的会社
竣工年 ：2017年

■国際会議場 ■インキュベーション施設 ■ホテル

〇2010年代以降、国際競争力強化・インバウンドに対応する機能のほか、就業者・来街者の多様化に
伴いビルの多機能化など、民間都市再生事業の更なるミクストユース化が進んでいる。

（出典）ナレッジサロン｜ビジネスユース｜施設ガイド｜ナレッジキャピタル
https://kc-i.jp/facilities/business/knowledge-salon/

（出典）会場スペック｜虎ノ門ヒルズフォーラム
ttp://forum.academyhills.com/toranomon/spec/mainhall
.html

（出典）虎ノ門ヒルズ｜森ビルのプロジェクト｜森ビル株式会社 - MORI Building
https://www.mori.co.jp/projects/toranomonhills/

（出典）TOWER B｜グランフロント大阪
https://www.grandfront-osaka.jp/office/tower_b.html

（出典）グローバルゲート 主要管理ビル プロパティマネジメントなら第一ビルディング
https://www.dai-ichi-building.co.jp/building/277

（出典）客室一覧｜名古屋プリンスホテル スカイタワー
https://www.princehotels.co.jp/nagoya/room/

（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月
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（出典）内閣府地方創生推進室、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 V-RESASより

新型コロナウイルス感染症による日本国内の各種動向

新型コロナウイルス感染症による日本国内の各種動向
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（転入超過数の前年同月比、％）

転入超過数
（左軸）

前年同月比
（右軸）

2016年4月 2017年4月
2019年4月

2018年4月

（転入超過数）
2020年4月：4,532人（前年同月▲65.3％）

5月：▲1,069人（前年同月▲123.9％）

6月：1,669人（前年同月▲47.4％）

7月：▲2,522人（前年同月▲310.3％）

8月：▲4,514人（前年同月▲223.7％）

9月：▲3,638人（前年同月▲208.2％）

10月：▲2,715人（前年同月▲202.2％）

-120

-320

東京都への転入超過数の推移
（2016年１月～2020年10月）

（転入超過数、人）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

10月:2,127人

9月:2,658人

10月:1,147人

9月:2,339人

10月:
2,433人

9月:
3,121人

10月:
2,657人

9月:
3,362人

2017年 2018年 2020年2019年2016年

○ 東京都への転入超過数は、2020年４月以降前年同月比マイナスで推移。

○ 2020年５月には、2013年７月以降初めての転出超過となり、以降も６月を除き転出超過が続いた。

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）

社会・経済活動への影響 東京都への転入超過数
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（出典）三鬼商事発表資料より
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■宣言解除後も多くの企業がリモートワークを継続

出典：リクルートキャリア『新型コロナウィルスに関するアンケート』（2020）

 リモートワーク実施企業のうち、通常出勤に戻した企業は25％程度に過ぎな
い

〇緊急事態宣言解除後（5月25日以降）テレワークの割合について変化はありましたか︖
（単一回答 N=948）

31
（出典 リクルートワークス研究所発表資料より）



■リモートワーク経験者の多くが継続を望む
 リモートワーク経験者の66%が自律的な働き方を支持し、8割以上が
継続意向を持つ

〇自己の判断で自由にテレワークできるよう
になって良かったですか

〇今後のテレワーク継続意向は︖

N=127

出典：リクルートキャリア『新型コロナウィルスに関するアンケート』（2020）

N=1,390

出典：リクルート住まいカンパニー『新型コロナ禍を受け
たテレワーク✕住まいの意識・実態調査』（2020）

32
（出典 リクルートワークス研究所発表資料より）



■今後、リモートワークは成果を高める手段へと移行
 フランスでは、1998年導入の35時間労働制をはじめとして、2017年には労働時間や
未消化の有給休暇などの、労務上の権利をポイント化してストックする、就労活動個別
口座（CPA）を導入

 同年の労働法改正では、「リモートワークで働く」
ことを従業員の権利とする大胆な決定を行っている

 リモートワークとオフィスワークの生産性研究から、
週2日のリモートワークが定着している

〇月間のテレワーク日数と生産性の推移

〇テレワークの時間配分と生産性の関係

33
（出典 リクルートワークス研究所発表資料より）



■リモートワークが浸透した社会での働き方の進化

①出勤を前提としないオンライン就業

②首都圏と地方をまたぐ副業・兼業

③ワークライフの充実を図るオフィス分散

④転勤のない働き方へのシフト

⑤週休2日にとらわれない勤務スタイル

34
（出典 リクルートワークス研究所発表資料より）



■「在宅ワーク」派遣の取組み
35

サービス内容

■ケース１ ■ケース２ ■ケース３
通勤可能だが在宅希望のスタッフ 居住エリア内だがオフィスが遠い 居住エリアが遠く通勤が難しい

東京新宿区
の派遣先企業
の業務

茨城県在住

×

大阪府在住 東京渋谷区
の派遣先企業
の業務

×

東京丸の内
の派遣先企業
の業務

東京23区在住

×

・原則として在宅で派遣就業（テレワーク）
・月に１回程度、派遣先のオフィスに出社
・東名阪（首都圏・関西圏・東海圏）の中から仕事が自由に選べる

https://www.r-staffing.co.jp/corporate/news/2020/090102.html

 リクルートグループ派遣会社だけでも、緊急事態宣言期間に3万5000人のテレワー
クが実現

 リクルートスタッフィングでは、居住地域に左右されない就業機会の創出に向けた、
「在宅ワーク」派遣サービスを立上げ、企業とスタッフから好評を得ている

（出典 リクルートワークス研究所発表資料より）

http://www.r-staffing.co.jp/corporate/news/2020/090102.html
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【働く場所に関する興味度】（企業／ワーカー比較）

※6 ワーケーション…旅行先などで働くことを意味する、ワーク（仕事）とバケーション（休暇）を組み合わせた造語。

全体的にワーカーの方が働く場所に対する興味度が高く、「職住近接の実現のため、自宅近くの
エリアで働く」（ワーカー75.9%、企業25.9%）が、企業意見とのギャップが最も大きかった。

Copyright(c) xymax corporation All rights reserved.

ワーカーは職住近接のニーズが最も高い

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「フレキシブルな働き方と生産性の関係」（2019年12月）

１．ビフォーコロナの状態は︖

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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Copyright(c) xymax corporation All rights reserved.

現在の出社率は︖ポストコロナの意向は︖（続き）
【10月時点の出社率（実態/コロナ危機収束後の意向）＜オフィス所在地別＞（全国大都市圏）】

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査2020秋」（2020年12月）
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大阪市

「わからない」を除く

東京23区は実態も意
向もなだらか（テレ
ワーク重視）な分布に
なっている

大阪市は実態も意向も
右寄り（出社重視）
で100％が一番多い。
※名古屋市や他の政令
指定都市も同様

２．ウィズコロナで何が起きてる︖

現在 将来

出社重視テレワー
ク重視

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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Copyright(c) xymax corporation All rights reserved.

企業のオフィス面積見直しの動きも始まった
２．ウィズコロナで何が起きてる︖

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「働き方とワークプレイスに関する首都圏企業調査2020年12月」（2021年1月）

【働き方およびワークプレイスについての取り組み（首都圏企業調査）】

オフィス面積拡張の理由・目的

オフィス面積縮小の理由・目的

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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今後の企業のオフィス需要にも変化が生じ始めている
【今後のオフィス面積の意向（全国大都市圏）】

コロナ前では今後のオフィス面積の意
向は「拡張したい」が続いていた。し
かし、コロナ禍になり、変化が生じた

首都圏企業調査ではオフィス面積の
縮小意向が強まっている

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査」、「働き方とワー
クプレイスに関する首都圏企業調査」、「オフィスマーケットレポート東京2020Q4]

２．ウィズコロナで何が起きてる︖

12月調査：首都圏(n411)

【今後のオフィス面積の意向（首都圏）】

【空室率（東京23区）】

東京オフィスマーケットの空室率も
上昇し始めている

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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企業のポストコロナのオフィス戦略の方向性は︖（続き）
【ポストコロナのワークプレイスの方向性＜オフィス所在地別＞（2020年10月）】
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メインオフィスとテレワークの
両方を使い分ける

健康や感染症対策に配慮したオフィス運用
に

見直す（衛生管理・人口密度等）

在宅勤務を推進し、出社を減らす

基本は出社とし、テレワークは
緊急対応的な利用にとどめる

収束後は以前同様に戻り、
あまり変わらない

オフィスをフレキシブルなレイアウト
（フリーアドレス、ABW等）に変える

メインオフィスとテレワークの
両方を使い分ける

健康や感染症対策に配慮したオフィス
運用に見直す（衛生管理・人口密度等）

在宅勤務を推進し、出社を減らす

基本は出社とし、テレワークは
緊急対応的な利用にとどめる

収束後は以前同様に戻り、
あまり変わらない

オフィスをフレキシブルなレイアウト
（フリーアドレス、ABW等）に変える

テレワークを拡充し、オフィスを縮小する

オフィスのデジタル化
（IoT、席予約アプリ、稼働率センサー等）

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス
需要調査2020秋」（2020年12月）

Copyright(c) xymax corporation All rights reserved.

ハイブリッド戦略や
テレワーク推進は東
京がより高い

大阪、名古屋は東京
とやや異なる特徴が
ある

３．ポストコロナでどうなる︖

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）



集約と分散のハイブリッド戦略とは︖
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（出所）ザイマックス不動産総合研究所

BCP対策

時間
効率化

子育て
介護支援

オフィスコ
スト効率化

雇用維持
採用強化

健康増進
リフレッシュ

ワークライフ
バランス

など

経営ビジョンの共有

コミュニケーションUP

コラボレーションUP

雇用維持・採用強化

イノベーション創出
など

＜分散：テレワーク＞＜集約：センターオフィス＞

集約 分散

メリット ・コミュニケーションがとりやすい
・アイデア出ししやすい(ブレスト）
・勤怠管理がしやすい
・情報セキュリティ度が高い
・ネットワーク環境が安定している

・WLBが保ちやすい
・家事、育児、介護の両立がしやすい
・通勤/移動時間を短縮できる
・リフレッシュしやすい
・集中しやすい
・スペースコスト削減の可能性

デメリット ・WLBが保ちにくい
・家事、育児、介護の両立がしづらい
・通勤/移動時間が⾧い
・リフレッシュしづらい
・集中しづらい
・スペースコストの固定化

・コミュニケーションがとりにくい
・アイデア出ししづらい
・勤怠管理がしづらい
・情報セキュリティ度が低い
・ネットワーク環境が不安定になりやすい

「集約」と「分散」に
はそれぞれメリット・
デメリットがある

コロナ以前から、企
業の今後のオフィス
戦略はハイブリッド
戦略が主流であった

メリットもあるが
デメリットもあった

従来型の日本
企業はココ

これからの働き方と働く場
所の主流（⇒集約＋分散）

メリットのみの
いいとこ取り

３．ポストコロナでどうなる︖

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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（出所）ザイマックス不動産総合研究所

・ABWを実践する場として多様な選択肢（ワークプレイス）をワーカーに提供する
・企業のワークプレイスはHub and Spoke化︖

ワークプレイスの多様化：ABWの実践
３．ポストコロナでどうなる︖

ABWとは「Activity Based Working」の略で、業務内容（Activity）にあわ
せて働く場所を選択する、時間や場所に縛られない新しい働き方を示す言葉。

従来型の日本
企業はココ

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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（出所）Vischer’s model of comfort in the workplaceを基にザイマックス不動産総合研究所が作成

＜本社などメインオフィス＞

・エンゲージメント
・心理的安心感
・健康的フード提供
・リラックスしていい場がある

・内装インテリア
・ABWが可能なレイアウト
・床効率の最適化
・音環境
・スマートアプリ導入

・自然光
・セキュリティ
・スマートビルディング

（例）

＜フレキシブルワークプレイス＞

・リモートでもつながっている安心感
・必要なときにすぐ使える利便性
・時間コントロールでストレス減
・集中とリラックスをコントロール

・WEBミーテイングが快適にできる
・チームで使える個室や設備
・Wifi
・充電ケーブル、バッテリー

・利用するワーカーに
とって利便性が高い立地に点在

・セキュリティ

（例）

心理的快適性
e.g.個人空間
当事者意識
Wellbeing
帰属意識

機能的快適性
e.g. 視覚的快適性
空調快適性
室内空気環境

物理的快適性
e.g. 空調、照明、換気

「今までの議論の中心」 「今後あわせて議論すべき対象」

ワークプレイスの価値が再定義される
ABWを実践する場としてハイブリッドなワークプレイスを使い分ける

あらゆるアクティビティの場 必要なアクティビティの場

３．ポストコロナでどうなる︖

（出典 ザイマックス不動産総合研究所発表資料より）
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（出典 認定NPO法人ふるさと回帰支援センター発表資料より）
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（出典 認定NPO法人ふるさと回帰支援センター発表資料より）
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（出典 認定NPO法人ふるさと回帰支援センター発表資料より）
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（出典 認定NPO法人ふるさと回帰支援センター発表資料より）
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